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r6物価_3_2

（単位：千円）

73,225               -                      

41,720                                     -
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

給付費　交付限度額②　（未配分額の減額後※）
（※　第２回提出分までの配分予定額と同等）

12,704               -                      
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

給付費　交付限度額②　（※）
（※　被災世帯向け給付にかかる交付限度額の今回追加分）

           1,099,080 -                      

63,683               
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

事務費　交付限度額③　（未配分額の減額後※）
（※　第２回提出分までの配分予定額と同等）

-                      
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

事務費　交付限度額③　（※）
（※　被災世帯向け給付にかかる交付限度額の今回追加分）

-                      401,693             国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）
給付費　交付限度額④　（令和6年7月5日通知分）

-                      776,355             国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）
給付費　交付限度額④　（令和6年12月通知分）

-                      38,000               国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）
給付費　交付限度額④　（今回追加分）

299,180             -                      国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）
給付費　交付限度額④　（令和7年●月通知分）

-                      

-                      国のR5補正予算分（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費　交付限度額⑤　（令和6年7月5日通知分）

国のR5補正予算分（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費　交付限度額④　（令和6年12月通知分）

73,225               401,693             国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費　交付限度額⑤　（今回追加分）

41,720               776,355             国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費　交付限度額⑤　（令和7年●月通知分）

12,704               38,000               

1,398,260           -                      国のR5予備費分（給付支援サービス分）
交付限度額⑥　（令和6年度通知分）

63,683               1,216,048           国のR5予備費分（給付支援サービス分）
交付限度額⑥　（令和6年●月通知分）

-                      

1,589,592           

           2,805,640
Ａ

Ｂ１ Ｂ４ Ｂ５ Ｂ７

交付対象経費

国のR5補正予算分
（交付限度額①）
（推奨事業メニュー

分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）
（低所得世帯支援枠

分）
給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）
（低所得世帯支援枠

分）
事務費

国の予備費等
（交付限度額④）

（給付金・定額減税一
体支援枠分）
給付費

国の予備費等
（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税一
体支援枠分）
事務費

国のR5予備費分
（交付限度額⑥）

（給付支援サービス(令
和6年度)分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑦）
（推奨事業メニュー

分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑧）

（令和６年度低所得世
帯支援枠等分）

給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑨）

（令和６年度低所得世
帯支援枠等分）

事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑩）
（給付支援サービス

分）

その他
（一般財源や補助対
象外経費等）

合計  2,922,164  2,829,285  73,225  41,720 12,704 1,398,260 63,683 - 401,693 800,000 38,000 - 92,879 

令和5年度住民税均等割非課
税世帯（7万円）

（低所得世帯支援枠）
1 R5_補正 低所得 ○ ○ ○

電力・ガス・食料品等価格高
騰重点支援給付金給付事業
【令和５年度補正分】【物価高
騰対策給付金】

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○ － 44,005 44,005 - 41,720 2,285 - - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
R５年度分の住民税非課税世帯　23023世帯×70千円　　のうちR６計
画分
事務費2285千円
事務費の内容　　[役務費（郵送料等）　業務委託料　使用料及び賃借
料　人件費　として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（23023世帯）

－ ○ － R6.1 R6.5 対象世帯に対して令和6年1
月までに支給を開始する

ホームページ、広報誌等
対象分野に関連し
ない R5補正（地）

一体給付
（給付金・定額減税一体支援）

※不足額給付は含まない
2 R5_予備

(※)
一体支援 ○ ○ ○ 定額減税補足給付金等給付

事業
Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○ － 1,461,943 1,461,943 - 1,398,260 63,683 - - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　4236世帯×100千円、令和６年度
非課税化世帯　1470世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課税化
世帯　1063世帯×100千円、子ども加算　3182人×50千円、定額減
税を補足する給付の対象者　48525人　(1132260千円）　　のうちR６
計画分
事務費　63683千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務
委託料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（6769世帯）、定額減税を補足す
る給付の対象者数（48525人）

－ ○ － R6.2 R6.11 対象世帯に対して令和6年11
月までに支給を開始する

ホームページ、広報誌等
対象分野に関連し
ない R6補正（地）

（デジタル庁）
給付支援サービス

（R5予備費）
3 - - 

住民税均等割非課税世帯等
への支援関連の給付費

（家計急変への横出し等・補正）
4 - - 

一体給付関連の給付費
（上乗せ等・予備費）

5 - - 

事務費
（上乗せ・横出し）

6 R5_補正 低所得 ○ ○ ○ No.2事業（事務費）
Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○ － 10,419 10,419 10,419 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付にかかる事務費
③事務費　10,419千円
　事務の内容［需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託
料　使用料及び賃借料として支出］
④低所得世帯等の給付対象世帯数（6518世帯）、定額減税を補足す
る給付の対象者数（36051人）

－ ○ － R6.2 R6.11 対象世帯に対して令和6年11
月までに支給を開始する。

ホームページ、広報誌等
対象分野に関連し
ない R6補正（地）

令和6年度住民税均等割非課
税世帯（3万円）

＋こども加算（2万円）
＋不足額給付

（令和６年度低所得世帯支援枠
等）

7 R6_補正 低所得 ○ ○ ○ 物価高騰対応重点支援給付
金

Ⅱ．物価高の克服 ○ － 838,000 838,000 - 800,000 38,000 - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　25200世帯×30千円、子ども
加算　2200人×20千円　　のうちR６計画分
事務費　38000千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務
委託料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（25200世帯）

－ ○ － R7.2 R7.3 対象世帯に対して令和7年2
月までに支給を開始する

ホームページ、広報誌等
対象分野に関連し
ない R6補正（地）

（デジタル庁）
給付支援サービス

（R6補正）
8 - - 

令和６年度低所得世帯支援枠
等関連の給付費

（家計急変への横出し等・R6補
正）

9 - - 

事務費
（上乗せ・横出し）

10 - - 

11 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
今治市保育所給食等材料費
高騰対応事業

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世
帯支援

26,094 11,557 11,557 14,537 

①世界情勢の変動等により物価が高騰する中で、職員等を除く保育
所等の児童に対する食材購入に係る費用を支援することで、保護者
負担を増やさず、子育て世帯の経済的な負担軽減を図るもの。
②私立施設に対する補助金、公立施設に係る賄材料費
③(公立）単価20円×給食提供回数294回×1回あたり提供数1,581食
＝9,296,280円
（私立）2号、3号　補助単価20円×給食提供回数294回×1回あたり
提供数2,318食＝13,629,840円
1号　補助単価20円×給食提供回数220回×1回あたり提供数720食
＝3,168,000円
④市内私立保育所等、特定教育・保育施設、公立保育所・認定こども
園

○ － － R6.4 R7.3

コロナ禍で食材費等が高騰
する状況において、保護者負
担を増やすことなく安全安心
でおいしい給食等の提供を
維持する。補助期間内に給
食費を増額する対象施設　0
件とする。

対象となる私立保育所等に文書により通知する
とともにHPに掲載。

保育所・幼稚園・認
定こども園等 R6当初（地）

12 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
今治市学校給食費激変緩和
措置事業

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世
帯支援

45,600 31,368 31,368 14,232 

①世界情勢の変動等による物価高騰が長期に渡り、家計に大きな影
響を与える中で、教職員等を除く小中学生分の学校給食費に対して
支援を行うことで、子育て世帯の経済的な負担軽減効果を図るもの。
②給食費の物価高騰分に対する補助金
③補助単価20円×190回×提供数12,000食＝45,600千円
④小中学生のいる子育て世帯

○ － － R6.4 R7.3

物価高騰が長期に渡り、家
計に大きな影響を与える中
で、子育て世帯の負担を軽
減するため、給食費の補助を
行っていく。（支援する給食提
供回数2,280,000回）

市HP等 給食 R6当初（地）

13 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
（2024問題対応）物流・建設
業務効率化等支援事業

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

⑧地域公共交
通・物流や地
域観光業等に
対する支援

30,000 18,000 18,000 12,000 

①目的・効果
物流・建設需要の拡大する中、時間外労働の上限の厳格化等によ
り、トラックによる輸送能力や建設現場での生産能力が不足すること
が懸念される「物流業・建設業の2024年問題」に対し、業務の効率化
や人材確保などにより生産性の向上に取り組む必要がある。ただし、
物価高騰等により設備や人材確保に要する経費への投資が進みにく
い現状であるため、これらの業界に対し支援を行うことで、その取り組
みを促進していくもの。
②交付金を充当する経費内容
　ア業務効率化等に資する経費に対する補助金
（設備機器やシステムの導入、若年層・女性その他の多様な人材の
確保・活躍を促進するための労働環境の整備に係る経費）
　イ免許等資格取得に要する経費に対する補助金
（大型事業者運転免許、けん引免許等）
③積算根拠
　ア補助上限額＠500千円×50事業者
　イ補助上限額＠50千円×100名分
④事業の対象
市内に本社または営業所を有するアからエのいずれかの事業を営む
者
ア　一般貨物自動車運送事業（いわゆる霊柩事業のみを営む者を除
く。）
イ　特定貨物自動車運送事業
ウ　一般建設業
エ　特定建設業

○ － － R6.4 R7.2 交付事業者数50社
交付対象者数100名

市HP、広報誌等
運輸交通・物流・観
光事業者 R6当初（地）

【調整前】今回配分予定額
推奨事業メニュー（R6補正）交付限度額⑦

401,693                                                                推

奨

事

業

メ

ニ

ュ

ー

の

本

省

繰

越

希

望

額

の

調

整

欄

配分予定額計
国の予備費等（定額減税一体支援枠分）　給付費

交付限度額④

配分予定額計
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費

交付限度額③

小計　配分予定額（R5経済対策分）

配分予定額計
国のR5予備費分（給付支援サービス分）

交付限度額⑥

                                              1,016,450
【調整後】今回配分予定額

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑦

-                                                                         

1,289,138                                                                                                                82,630

                                                299,180

                                                         - -                                                                         

事業
終期

1,606,754                                              

総務省

成果目標（可能な限り定
量的指標を設定）

実施状況の公表等について（HP,広報紙な
ど）

備考1
(重点支援地方交
付金の追加を踏ま
えた各省庁の通知
の発出状況に定義
されている対象分

野)

特定事業者等
支援

自治体での予算
区分

個人を対象と
した給付金等

備考2 備考3

交付限度額計

基金
事業
始期

Ｃ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ６

2,895,892                                                              

小計　交付限度額（R5経済対策分）

本省繰越希望額
（R6補正により措置された給付支援サービス分　交付限度額⑩に係る希望額） -                                                                   

R

6

経

済

対

策

等

に

か

か

る

本

省

繰

越

希

望

額

記

載

欄

37,600                                                                  小計　配分予定額（R6経済対策等分）

配分予定額計
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額⑩

                                                  63,683

                                                         -

                                                  80,845

                                                         -

37,600                                                            

-                                                                   

【調整前】本省繰越額
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）交付限度額⑦

本省繰越の追加希望額　手動入力分
（調整用）

※記載は不要

                                              1,398,260

                                                  17,162

73,225                                                  

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額⑧　（令和6年12月17日通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額⑨　（令和6年12月17日通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額⑧　（令和7年●月通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額⑨　（令和7年●月通知分）

776,355                                                                

73,490                                                                  

439,293                                                                

41,720                                                  

-                                                         

41,720                                                  

12,704                                                  

-                                                         

776,355                                                                

73,490                                                                  

小計　交付限度額⑧

小計　交付限度額⑨

既配分額
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

既配分額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費

交付限度額②

既配分額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費

交付限度額③

既配分額
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　給

付費
既配分額

国のR5補正予算分（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費

交付限度額⑤
既配分額

国のR5予備費分（給付支援サービス分）
交付限度額⑥

既配分額
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額⑩

12,704                                                  

小計　交付限度額②

小計　交付限度額③

既配分額
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑦

既配分額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）　給付費　交付限度額⑧

既配分額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）　事務費　交付限度額⑨

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①　（令和5年度本省繰越分）

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）　事務費　交付限度額⑨
今回配分予定額

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）
交付限度額⑩

配分予定額計
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑦

今回配分予定額
国のR5予備費分（給付支援サービス分）

交付限度額⑥

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額⑦
にかかる交付対象経費 401,693                                        

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額⑧にかかる交付対象経費 800,000                                        

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額⑨にかかる交付対象経費 38,000                                         

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）　交付限度額⑩
にかかる交付対象経費 -                                                 

今回配分予定額
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　給

付費

今回配分予定額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費

交付限度額②
今回配分予定額

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費
交付限度額③

配分予定額計

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）　給付費　交付限度額⑧
配分予定額計

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等
分）　事務費　交付限度額⑨

Ｂ３

配分予定額計
国の予備費等（定額減税一体支援枠分）　事務費

交付限度額⑤

今回配分予定額
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

都道府県・市町村コード（５桁）

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③
にかかる交付対象経費河野　寛史

都道府県区分

地方公共団体名（コード有り）

電話番号

メールアドレス

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②
にかかる交付対象経費

交付対象経費(地方単独事業費)
（R5経済対策分）

担当者氏名

国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④
にかかる交付対象経費

12,704                                         

63,683                                         

-                                                 

国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費　交付限度額⑤
にかかる交付対象経費

国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥
にかかる交付対象経費

1,398,260                                     
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41,720                                         

移替先

35,490                                                            

交付対象経費(地方単独事業費)
（R6経済対策等分）

小計　交付限度額④

小計　交付限度額⑤

小計　交付限度額⑥

国のR6補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑦　（令和6年12月17日通知分）

小計　交付限度額（R6経済対策等分）

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額⑩　（今回追加分）

本省繰越希望額
（R6補正により措置された令和６年度低所得世帯支援枠等分（事務費）

交付限度額⑨に係る希望額）

今回配分予定額
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　事

務費

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）　給付費　交付限度額⑧

配分予定額計
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①
配分予定額計

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費
交付限度額②

Ｂ２
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令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

枠

総務部　総務政策局　財政課担当部局課名

73,225                                         38202

【38_愛媛県】

38202_愛媛県今治市

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①
にかかる交付対象経費

0898-36-1505

地

方

単

独

事

業

推奨事業メ
ニュー

⑨を選択した場合、より効果があ
ると考える理由

交付対象事業の名称 経済対策との関係

【調整後】本省繰越希望額
（R6補正により措置された推奨事業メニュー分　交付限度額⑦に係る希望額）

（交付限度額⑦を上限とする）
本省繰越希望額

（R6補正により措置された令和６年度低所得世帯支援枠等分（給付費）
交付限度額⑧に係る希望額）

Ｎｏ

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

zaisei@imabari-city.jp

総事業費

Ｂ
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交付対象経費

国のR5補正予算分
（交付限度額①）
（推奨事業メニュー

分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）
（低所得世帯支援枠

分）
給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）
（低所得世帯支援枠

分）
事務費

国の予備費等
（交付限度額④）

（給付金・定額減税一
体支援枠分）
給付費

国の予備費等
（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税一
体支援枠分）
事務費

国のR5予備費分
（交付限度額⑥）

（給付支援サービス(令
和6年度)分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑦）
（推奨事業メニュー

分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑧）

（令和６年度低所得世
帯支援枠等分）

給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑨）

（令和６年度低所得世
帯支援枠等分）

事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑩）
（給付支援サービス

分）

その他
（一般財源や補助対
象外経費等）

事業
終期

成果目標（可能な限り定
量的指標を設定）

実施状況の公表等について（HP,広報紙な
ど）

備考1
(重点支援地方交
付金の追加を踏ま
えた各省庁の通知
の発出状況に定義
されている対象分

野)

特定事業者等
支援

自治体での予算
区分

個人を対象と
した給付金等

備考2 備考3基金
事業
始期

Ｃ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ６Ｂ３

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

Ｂ２
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対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

枠

地

方

単

独

事

業

推奨事業メ
ニュー

⑨を選択した場合、より効果があ
ると考える理由

交付対象事業の名称 経済対策との関係Ｎｏ

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる
総事業費

Ｂ
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14 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
物価高騰対策臨時サイクル
ライフ促進事業

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○
③消費下支え
等を通じた生
活者支援

14,000 8,400 8,400 5,600 

①物価高騰により更なる負担を担う子育て世帯や高齢者の負担軽減
およびヘルメット着用率の増加による安全で安心な自転車社会の実
現を図るもの。
②補助金、事務費
③（1）中学校進学クーポン　小学校６年生1,250名×10千円＝12,500
千円
（2）ヘルメット購入促進　　500人×3千円＝1,500千円
④（1）今治市在住の小学校６年生
（2）今治市在住の満6歳以下の幼児および満65歳以上の高齢者

－ － － R6.4 R7.3

（1）交付対象者1,250名（令
和６年度小学校６年生）への
交付、安全基準を満たした自
転車等の利用促進
（2）自転車死亡事故０件

対象者への通知、ＨＰ・SNS・広報紙への掲載、
各種イベント等での周知活動

対象分野に関連し
ない R6当初（地）

15 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
中小企業等エネルギー価格
高騰対策事業（ＥＶ急速充電
設備設置支援）

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

⑦中小企業等
に対するエネ
ルギー価格高
騰対策支援

1,000 600 600 400 

①2050年カーボンニュートラルに向けた二酸化炭素などの温室効果
ガスの削減及び昨今のエネルギー価格の高騰による市内事業者等
への影響を緩和することを目的とする
②急速充電設備の整備経費の一部に対する補助金
③県の実施する同様の補助制度における申請件数から類推（自治体
の人口の規模割合で算定、補助金は愛媛県補助対象事業費から県
補助金含む他の補助金を除いた経費の2分の1（上限50万円）
④事業の対象は愛媛県急速充電設備設置支援事業費補助金の交付
決定を受けた法人又は個人

－ － － R6.4 R7.3 2者（箇所）
・予算書及び予算に関する説明書（紙ベース及
びHP）

対象分野に関連し
ない R6当初（地）

16 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○

中小企業等エネルギー価格
高騰対策事業（中小企業等
先導的脱炭素化モデル創出
支援業務）

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

⑦中小企業等
に対するエネ
ルギー価格高
騰対策支援

5,500 3,300 3,300 2,200 

①市内中小企業等が物価・エネルギー価格高騰のあおりを受ける
中、脱炭素化に向けての取組を検討する中で生じる初期コスト負担
やノウハウ不足の懸念払しょくに資する伴走支援を行うことで先行事
例を創出し、横展開することで、物価高騰等の影響を緩和しながら産
業界の脱炭素化を効果的に推進する
②市内の脱炭素化を希望する中小企業等の脱炭素カルテ作成等含
め伴走支援する事業者への業務委託費用
③１者あたり110万円×５者
④委託業者はプロポーザル公募で選定、　市内中小企業等５社程度
を支援

－ － － R6.4 R7.3 モデル企業５社
・予算書及び予算に関する説明書（紙ベース及
びHP）

対象分野に関連し
ない R6当初（地）

17 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
指定管理施設燃料価格高騰
対応事業費補助金（福祉セン
ター施設）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対
策支援

916 916 916 - 

①指定管理施設における物価・エネルギー価格等高騰に対応するた
め、公の施設の指定管理者に対し、高騰分の一部を助成するもの
②補助金
③対象施設及び費目
１　指定管理施設の令和５年度決算において、施設燃料費、ガス料金
の支出額がそれぞれ100万円を超える費目
２　高圧電力契約をしている施設の電気料金
　指定管理料電気・ガス経費査定額－（R６購入単価× R６使用量（見
込））
　電気134千円+392千円、ガス390千円　合計916千円
④今治市総合福祉センター、玉川福祉センター

○ － － R7.3 R7.3

物価・エネルギー価格等高騰
により深刻な経営状況となっ
た指定管理者を迅速に支
援、運営収支の悪化改善の
結果事業廃止を0にし、安定
した公的サービスを維持す
る。

該当事業者に通知、市HPに掲載 民間委託の運用 R6補正（地）

18 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
指定管理施設燃料費等高騰
対応事業費補助金（障がい
者（児）福祉施設）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対
策支援

3,173 3,173 3,173 - 

①指定管理施設における原油価格及び物価高騰に対応するため、
公の施設の指定管理者に対し、高騰分の一部を助成するもの
②補助金
③対象施設及び費目
１　指定管理施設の令和5年度決算において、施設燃料費、ガス料金
の支出額がそれぞれ100万円を超える費目
２　高圧電力契約をしている施設の電気料金
（R６購入単価－基準単価※）× R６使用量（見込）
　※コロナ前３年間（H29-H31年度）で最も高い単価を基準とする
　電気3,173千円、合計3,173千円
④今治育成園

○ － － R7.3 R7.3 交付申請件数1件 該当事業者に通知、市HPに掲載
障害福祉サービス
事業所・施設等 R6補正（地）

19 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
指定管理施設燃料費等高騰
対応事業費補助金（多目的
温泉保養館）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対
策支援

6,303 6,303 6,303 - 

①指定管理施設における物価・エネルギー価格等高騰に対応するた
め、公の施設の指定管理者に対し、高騰分の一部を助成するもの
②補助金
③対象施設及び費目
１　指定管理施設の令和５年度決算において、施設燃料費、ガス料金
の支出額がそれぞれ100万円を超える費目
２　高圧電力契約をしている施設の電気料金
（R６購入単価－基準単価※）× R６使用量（見込）
　※コロナ前３年間（H29-H31年度）で最も高い単価を基準とする
　電気　　4,988千円
　灯油　　1,315千円　合計6,303千円
④クアハウス今治

○ － － R7.3 R7.3
R６年度燃料費高騰影響に伴
う運営収支の悪化改善の結
果事業廃止を0にする。

該当事業者に通知、市HPに掲載 医療（光熱費関係） R6補正（地）

20 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
指定管理施設燃料費等高騰
対応事業費補助金（体育施
設）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対
策支援

7,163 7,163 7,163 - 

①指定管理施設における物価・エネルギー価格等高騰に対応するた
め、公の施設の指定管理者に対し、高騰分の一部を助成するもの
②補助金
③対象施設及び費目
１　指定管理施設の令和5年度決算において、施設燃料費、ガス料金
の支出額がそれぞれ100万円を超える費目
２　高圧電力契約をしている施設の電気料金
（R6購入単価-基準単価）×R6使用量（見込）
　　※コロナ前3年間（H29-H31年度）で最も高い単価を基準とする。
　電気6,703千円、ガス307千円、燃料153千円　合計7,163千円
④中央体育館、市営球場、富田海浜プール/庭球場、桜井海浜ふれ
あい広場、朝倉B&G海洋センター、玉川総合公園運動場、波方公園
運動場、大西体育館、大西衣黒運動場、菊間緑の広場公園運動場／
体育館、スポーツパーク

○ － － R7.3 R7.3

原油価格及び物価高騰によ
り深刻な経営状況となった指
定管理者を迅速に支援、運
営収支の悪化改善の結果事
業廃止を0にし、安定した公
的サービスを維持する。

該当事業者に通知、市HPに掲載 民間委託の運用 R6補正（地）

21 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
指定管理施設燃料費等高騰
対応事業費補助金（図書館）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対
策支援

4,557 4,557 4,557 - 

①指定管理施設における物価・エネルギー価格等高騰に対応するた
め、公の施設の指定管理者に対し、高騰分の一部を助成するもの
②補助金
③対象施設及び費目
１　指定管理施設の令和５年度決算において、施設燃料費、ガス料金
の支出額がそれぞれ100万円を超える費目
２　高圧電力契約をしている施設の電気料金
　R6使用料（見込）-指定管理料積算時の金額
　電気3,587千円、ガス970千円　合計4,557千円
④今治市立中央図書館・波方図書館・大西図書館・大三島図書館

○ － － R7.3 R7.3

物価・エネルギー価格等高騰
により深刻な経営状況となっ
た指定管理者を迅速に支
援、運営収支の悪化改善の
結果事業廃止を0にし、安定
した公的サービスを維持す
る。

該当事業者に通知、市HPに掲載 民間委託の運用 R6補正（地）

22 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
指定管理施設燃料費等高騰
対応事業費補助金（糸山サ
イクリングターミナル）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑧地域公共交
通・物流や地
域観光業等に
対する支援

1,488 1,488 1,488 - 

①指定管理施設における物価・エネルギー価格等高騰に対応するた
め、公の施設の指定管理者に対し、高騰分の一部を助成するもの
②補助金
③対象施設及び費目
１　指定管理施設の令和６年度決算において、施設燃料費、ガス料金
の支出額がそれぞれ100万円を超える費目
２　高圧電力契約をしている施設の電気料金
（R６購入単価－基準単価※）× R６使用量（見込）
　※コロナ前３年間（H29-H31年度）で最も高い単価を基準とする
　電気1,488千円　　合計1,488千円
④糸山サイクリングターミナル

○ － － R7.3 R7.3
R６年度燃料費高騰影響に伴
う運営収支の悪化改善の結
果事業廃止を0にする。

該当事業者に通知、市HPに掲載 民間委託の運用 R6補正（地）

23 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
指定管理施設燃料費等高騰
対応事業費補助金（観光施
設）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑧地域公共交
通・物流や地
域観光業等に
対する支援

13,852 13,852 13,852 - 

①指定管理施設における物価・エネルギー価格等高騰に対応するた
め、公の施設の指定管理者に対し、高騰分の一部を助成するもの
②補助金
③対象施設及び費目
１　指定管理施設の令和４年度決算において、施設燃料費、ガス料金
の支出額がそれぞれ100万円を超える費目
２　高圧電力契約をしている施設の電気料金
　R6使用料（見込）-指定管理料積算時の金額
　電気4,692千円　　燃料9,160千円　合計13,852千円
④鈍川せせらぎ交流館、大三島海洋温浴館及び農村交流館

○ － － R7.3 R7.3

原油価格及び物価高騰によ
り深刻な経営状況となった指
定管理者を迅速に支援、運
営収支の悪化改善の結果事
業廃止を0にし、安定した公
的サービスを維持する。

該当事業者に通知、市HPに掲載 民間委託の運用 R6補正（地）

24 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
指定管理施設飼料価格高騰
対応事業費補助金（観光施
設）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑧地域公共交
通・物流や地
域観光業等に
対する支援

1,151 1,151 1,151 - 

①指定管理施設における原油価格及び物価高騰に対応するため、
公の施設の指定管理者に対し、高騰分の一部を助成するもの
②補助金
③（R6購入単価-基準単価※）×R6使用量（見込）
　※コロナ前（R1年度）で最も高い単価を基準とする。
　飼料1,151千円
④野間馬ハイランド（指定管理者：野間馬保存会）

○ － － R7.3 R7.3

原油価格及び物価高騰によ
り深刻な経営状況となった指
定管理者を迅速に支援、運
営収支の悪化改善の結果事
業廃止を0にし、安定した公
的サービスを維持する。

該当事業者に通知、市HPに掲載 民間委託の運用 R6補正（地）

25 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
いまばり暮らし応援券事業
（臨時）

Ⅱ．物価高の克服 ○
③消費下支え
等を通じた生
活者支援

407,000 363,090 363,090 43,910 

①物価高騰に直面する市民の家計の負担を軽減するため全国共通
のおこめ券を配布し、安定した市民生活を支援するもの。
②全国共通のおこめ券購入費、その他事務費
③407,000千円
事業費369,250千円（＠2,500円×147,700人）・事務費相当37,750千
円
④住民基本台帳に令和7年3月10日時点において住所が記載されて
いる者（約147,700人）

－ － － R7.3 R7.3 配布率100％を目指す。 市HP・SNS・広報誌へ掲載
対象分野に関連し
ない R6補正（地）


